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「新地方公会計制度にもとづく財務書類 4表の公表について」 

財務書類作成の経過について 

公会計改革については、今後ますます厳しくなる財政状況において、住民等に対する説明

責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、発生主義等の企業会計手法を

採用するものです。 

  この発生主義による財務書類 4表（貸借対照表、資金収支計算書、行政コスト計算書、純資

産変動計算書）については、平成 18 年８月 31 日付けの総務省事務次官通知「地方公共団体

にける行政改革の更なる推進のための指針」（いわゆる地方行革新指針）により、人口 3万人

以上の都市は平成 21 年度中に平成 20 年度決算に基づく財務書類 4 表の整備が要請されてい

るところです。 

 

作成の意義について 

 ①現金主義による会計処理の補完として、現金主義では見えにくいコストを明示し、正確なス

トック（現在までに投資した資産の額累計）を把握することで、行政の透明性の向上につな

げることができます。 

 ②第 3セクター等の連結会計の整備により全体的な財政状況を把握できるようになります。 

 ③今後事業別、施設別に細分化した財務書類を作成しコスト分析することにより、コスト意識

の醸成を図ることができます。 

 ④保有する資産のあり方についての将来見通しを立てることが可能になります。 

また、この主な 4つの意義の他に、財務書類作成の過程において得られる「資産台帳の整備」

による遊休資産の把握、活用等の効果があると考えます。 

 

作成方法について 

全国の市町村の約 85％が採用しています「総務省方式改定モデル（以下改定モデル）」に

基づき財務書類 4 表を作成いたしました。滋賀県内のほぼ全市町で「改定モデル」を採用し

ており他市町との比較が容易に出来るものと考えます。 

   今回作成しました「改定モデル」で示しました財務書類は既存の「決算統計」の分析数値

を活用し作成することを認められているところです。なお資産には道路、河川などのインフ

ラ資産が含まれているため民間企業とは異なり、計上された資産すべてが将来キャッシュフ

ローの源泉となるものではありません。よって資産には行政サービスの提供能力も含みます。 

 

連結財務書類について 

 地方公共団体の行政サービスは多様な関係団体によって実施されています。そのため地方公



共団体とその関係団体を連結しひとつの行政サービス実施主体としてとらえ、コストや資金収

支の状況などを総合的に明らかにすることを目的としています。 

連結対象範囲につきましては、地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関

係団体に該当するか否かで連結の対象を判断しており、野洲市においては別紙資料のとおり連

結しております。 

 

財務書類 4表（概要版）の説明 

◆貸借対照表 

《資産の部》 

１．公共資産 

▼昭和 44 年以降の普通建設事業費から減価償却累計額を控除した額を計上。 

  ▼売却可能資産は「普通財産」でかつ「更地」である土地を計上しています。 

※「行政財産」は計上しておりません。 

２．投資等 

▼1年以内に回収できない債権（長期延滞債権）の額 

▼基金等は「土地開発基金」「退職手当組合負担金」等の額を計上。 

 ３．流動資産 

  ▼歳計現金（508 百万円）は資金収支計算書の期末資金残高に対応しています。 

 ▼減債基金等には財政調整基金、減債基金等の額を計上。 

 ▼未収金には 1年未満の債権から回収不能見込額を控除した額を計上。 

《負債の部》 

 １．固定負債 

  ▼1年以降の支払いや、返済が行われるものを計上。 

  ※退職手当引当金は平成 21 年３月 31 日時点で、全職員が普通退職（退職者を除く）し

た場合の所要額です。 

 ２．流動負債 

  ▼一年以内（平成 21 年度分）の支払や返済が行われるものを計上。 

   ※よって起債総残高は 25,563 百万円なります。 

《純資産の部》 

  ▼公共資産等の財源として何の財源になっているかを区分ごと計上したもの。 

 

 ◆行政コスト計算書 

   1 年間の行政活動の内、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サ

ービスの直接の対価として得られた財源を対比させた表になります。 

  ここでは「性質別内訳」になっており１．人にかかるコスト、２．物にかかるコスト、３．

移転支出的なコスト、４．その他のコストの 4区分に分けることができます。 

その 4 区分の合計が経常費用として 14,838 百万円、それにかかる経常収益が 1,023 百万

円ということになり、純経常行政コストが 13,815 百万円となります。 

 これは純資産変動計算書の純経常行政コストに対応します。 

 



 ◆資金収支計算書 

  資金収支計算書は、歳計現金いわゆる資金の出入りの情報を性質の異なる 3つの活動区

分にわけて表示した財務書類になります。 

１.経常的収支 

日常の行政活動による資金収支の状況が表示されており 36.6 億円の黒字 

２.公共資産整備収支 

公共事業に伴う資金のとしてその財源が 10.9 億円の赤字 

３.投資・財務的収支 

投資活動や借金の返済による資金の出入りで 25.0 億円の赤字 

という状況が表示されています。 

「経常的収支」で、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の赤字分をカバーし

ている形になっています。 

   よって全体的にみると期首資金残高の 443 百万円から期末資金残高 508 百万円へ 65 百

万円の増となっています。 

   また、基礎的財政収支いわゆるプライマリーバランスは856百万円の黒字となっており、

単年度資金収支では財政が健全であること示します。 

 

◆純資産変動計算書 

  貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを

表している計算書です。 

 

財務書類 4表でわかること 

 

まず、貸借対照表での有形固定資産の部ですが、目的別の資本投下割合がわかります。

野洲市においては道路や公園などの「生活インフラ 42.6%」及び小学校等の教育施設の「教

育 38.6%」で公共資産の約 81％を占めています。 

 

また、平成 20 年度末の公共資産残高は、前年度比 11 億円程度減少しています。これ

は、投資的経費を抑制したことや減価償却など原因と考えられます。 

さらに基金の状況については、財政調整基金が約 59,000 千円程度、減債基金が 50,000

千円程度増加していますが、これはストックに頼らない財政運営ができていることを表

しています。 

最後に市債残高の状況についてですが、市債残高が 226,000 千円程度減少していますが

これは起債の発行額を抑制したことによるものと考えられます。 

 

このように様々な指標を分析することにより、野洲市の財政状況がきめ細やかにわか

ってくるものと考えられ、単に財政書類の作成・公表にとどまらず、市民に対する財政

状況の適切な情報開示や、庁内における行政経営に活用できるものと考えています。 

また、今後他市町との歩調も合わせながら段階的に「基準モデル」レベルでの財務書

類となるよう精度を高めていきます。 



【貸借対照表】
（平成21年3月31日現在）

資産の部 金額 負債の部 金額
１．公共資産 １．固定負債

(1)事業用資産 (1)地方債
(2)インフラ資産 (2)退職手当引当金
(3)売却可能資産 (3)その他

２．投資等
(1)投資及び出資金 ２．流動負債
(2)貸付金 (1)翌年度償還予定地方債

(3)基金等 (2)その他
(4)その他

３．流動資産 負債合計
(1)資金 純資産の部
(2)未収金
(3)その他 純資産合計

４．繰延勘定
資産合計 負債及び純資産合計

【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】
（平成20年4月1日～平成21年3月31日） （平成20年4月1日～平成21年3月31日）

金額 金額
経常費用 期首純資産残高

１．人にかかるコスト
(1)人件費 純経常行政コスト
(2)退職手当引当金繰入 財源調達
(3)その他 地方税

２．物にかかるコスト 地方交付税
(1)物件費 補助金
(2)減価償却費 その他
(3)維持補修費 資産評価替・無償受入

３．移転支出的なコスト その他
(1)社会保障給付
(2)その他 期末純資産残高

４．その他のコスト
(1)公債費(利払)

(2)その他 【資金収支計算書】
経常収益 （平成20年4月1日～平成21年3月31日）

使用料・手数料等 金額
１．経常的収支

純経常行政コスト
（経常費用ー経常収益） ２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支

連結を行った会計・団体
野洲市 当期収支

普通会計 期首資金残高
国民健康保険事業特別会計 期末資金残高
老人保健事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計 一部事務組合等
下水道事業特別会計 市町土地開発公社
工業団地等整備事業特別会計 滋賀県市町村交通災害共済組合
水道事業会計 滋賀県市町村議会議員公務災害補償等組合

公社三セク等 守山野洲行政事務組合
野洲市湖岸開発株式会社 滋賀県自治会館管理組合
財団法人野洲文化スポーツ振興事業団 湖南広域行政組合
医療法人社団御上会野洲病院 滋賀県市町村研修センター
社会福祉法人野洲慈恵会 滋賀県後期高齢者医療事業広域連合

※数値はすべて百万円単位です。
※内訳について単位未満を四捨五入しているため合計が合わないことがあります。
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【貸借対照表】
（平成21年3月31日現在）

資産の部 金額 負債の部 金額
１．公共資産 １．固定負債

(1)事業用資産 (1)地方債
(2)インフラ資産 (2)退職手当引当金
(3)売却可能資産 (3)その他

２．投資等
(1)投資及び出資金 ２．流動負債
(2)貸付金 (1)翌年度償還予定地方債

(3)基金等 (2)その他
(4)その他

３．流動資産 負債合計
(1)歳計現金 純資産の部
(2)減債基金等
(3)未収金 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【行政コスト計算書】 【純資産変動計算書】
（平成20年4月1日～平成21年3月31日） （平成20年4月1日～平成21年3月31日）

金額 金額
経常費用 期首純資産残高

１．人にかかるコスト
(1)人件費 純経常行政コスト
(2)退職手当引当金繰入 財源調達
(3)その他 地方税

２．物にかかるコスト 地方交付税
(1)物件費 経常補助金
(2)減価償却費 建設補助金
(3)維持補修費 その他

３．移転支出的なコスト 資産評価替・無償受入
(1)社会保障給付 その他
(2)他会計への支出
(3)その他 期末純資産残高

４．その他のコスト
(1)公債費(利払)

(2)その他 【資金収支計算書】
経常収益 （平成20年4月1日～平成21年3月31日）

使用料・手数料等 金額
１．経常的収支

純経常行政コスト
（経常費用ー経常収益） ２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支

当期収支
期首資金残高
期末資金残高
（基礎的財政収支）

収入総額
支出総額
地方債発行額
地方債元利償還額
減債基金等増減

基礎的財政収支

※数値はすべて百万円単位です。
※内訳について単位未満を四捨五入しているため合計が合わないことがあります。
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